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違反対象物に係る公表制度の実施及び検討状況の調査について 

 

 

 平成２７年１２月１４日付け消第８２３号にて依頼しました標記については、

調査回答に御協力いただきありがとうございました。 

調査の結果、岐阜県内における公表制度の実施目標時期を、下記のとおりと

しましたので、お知らせします。 

なお、本通知は消防組織法(昭和２２年法律第２２６号)第３８条の規定による

助言として発出するものであることを申し添えます。 

 

 

 

１ 公表制度実施目標時期 

  平成３１年４月１日 

 

２ 目標時期設定理由 

 ・消防予第４７１号通知では、管内人口２０万以上の消防本部が少なくとも

１以上実施する時期から、遅くとも概ね２年以内を目途として、公表制度

が実施されることが望ましいとされていること 

 ・調査の結果、県内消防本部の実施予定時期のうち、最も早い予定時期が、

平成２９年度中であったこと。 
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